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山梨県・融資制度のご案内 

 

 

経営再生支援融資 
 
中小企業活性化協議会等の指導や助言を受けて作成した計画に従って事業再生を行う事業者を支援

する融資となっており、県制度融資からの借換も可能となります。 
 

融資対象 以下に掲げるいずれかの計画（当該計画に係る債権者全員の合意が成立したものに限る。）に従

って事業再生を行い、金融機関に対して計画の実行及び進捗の報告を行う中小企業者 

(1) 独立行政法人中小企業基盤整備機構の指導又は助言を受けて作成された事業再生の計画 

(2) 認定支援機関の指導又は助言を受けて作成された事業再生の計画 

(3) 特定認証紛争解決手続に従って作成された事業再生計画 

(4) ㈱整理回収機構が策定を支援した再生計画 

(5) ㈱地域経済活性化支援機構が再生支援決定を行った事業再生計画 

(6) ㈱東日本大震災事業者再生支援機構が支援決定を行った事業再生計画 

(7) 私的整理に関するガイドラインに基づき成立した再建計画 

(8) 自然災害による被災者の債務整理に関するガイドラインに基づき作成された計画であっ

て、特定債務等の調整の促進のための特定調停に関する法律に基づく調停における調書（同

法第 17 条第 1 項の調停条項によるものを除く）または同法第 20 条に規定する決定におい

て特定されたもの 

(9) 中小企業の事業再生等に関するガイドラインに基づき成立した事業再生計画 

(10) 独立行政法人中小企業基盤整備機構が規定する出資業務により出資を行った投資事業有限

責任組合が策定を支援した再建計画 

(11) 経営サポート会議（信用保証協会や債権者たる金融機関等の関係者が一堂に会し、中小企

業者ごとに経営支援の方向性、内容等を検討する場）による検討に基づき作成又は決定さ

れた事業再生の計画 

(12) 中小企業等経営強化法第 31 条第 2 項に規定する認定経営革新等支援機関が経営改善計画策

定支援事業によって策定を支援した事業再生の計画 

限 度 額 設備資金・運転資金 合計 5,000 万円 

融資利率 
2.2%（責任共有・全部保証(※)） 
※：全部保証（100%保証）の既往借入金を同額以内で借り換える場合に限る 

保証料率 0.8%又は 1.0% 

償還期間 10 年以内（1 年以内の据置を含む） 

申込書類 財務書類、事業再生計画書の写し、 

許認可等の写し（許認可等が必要な業種を営む場合）、納税証明書などが必要となります 

◇取扱金融機関◇ 

山梨中央銀行 甲府信用金庫 山梨信用金庫 都留信用組合 山梨県民信用組合 商工組合中央金庫 

みずほ銀行 三菱 UFJ銀行 三井住友銀行 りそな銀行 JA 北富士 JA 鳴沢村 JA クレイン 

JA フルーツ山梨 JA ふえふき JA 山梨みらい JA 南アルプス市 JA 梨北 JA 山梨信連 
 

県庁産業振興課や最寄りの金融機関などにお気軽にご相談ください。 
 

中小企業金融相談窓口のご案内 

▼ 中小企業者の皆様の様々な金融相談に専門の相談員が対応いたします。▼ 

場  所 県庁別館３階 産業振興課 

相談時間 9:00～16:00 水、木、金（月、火は金融担当職員が対応します） 

電話番号 055–223-1554（直通） 

 
融資制度全般のお問い合わせ先 
山梨県 産業政策部 産業振興課 
TEL 055-223-1537（直通） 


